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(57)【要約】
【課題】表示画面部の回動動作にがたつきが生じるのを
抑制することが可能な表示装置を提供する。
【解決手段】この液晶テレビジョン（表示装置）１００
は、テレビ映像を表示するディスプレイ本体１０と、デ
ィスプレイ本体１０を垂直面３００に対して前後方向（
矢印Ｃ方向およびＤ方向）に回動可能に支持する表示画
面支持部材８１と、表示画面支持部材８１を垂直面３０
０に対して所定の角度前後方向に回動させる垂直旋回駆
動部５０（ステッピングモータ５２）とを備える。そし
て、垂直旋回駆動部５０により表示画面支持部材８１が
垂直面３００に対して前方側に回動された状態および垂
直面３００に対して後方側に回動された状態の両方の状
態において、ディスプレイ本体１０の重心Ｇが垂直面３
００よりも後方側に位置するように構成されている。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示画面部と、
　前記表示画面部を垂直面に対して前後方向に回動可能に支持する表示画面支持部材と、
　前記表示画面支持部材を前記垂直面に対して所定の角度前後方向に回動させる駆動源と
を備え、
　前記駆動源により前記表示画面支持部材が前記垂直面に対して前方側に回動された状態
および前記垂直面に対して後方側に回動された状態の両方の状態において、前記表示画面
部の重心が前記垂直面よりも前記前方側または前記後方側のいずれか一方側に位置するよ
うに構成されている、表示装置。
【請求項２】
　前記駆動源により前記表示画面支持部材が前記垂直面に対して前記後方側に回動された
状態から前記垂直面に対して前記前方側へ回動される状態において、前記表示画面部の重
心が、前記表示画面支持部材の回動中心を通る垂直面を横切らないことによって、前記表
示画面部の重心が前記垂直面よりも前記前方側または前記後方側のいずれか一方側に位置
するように構成されている、請求項１に記載の表示装置。
【請求項３】
　複数のギア部材をさらに備え、
　前記駆動源により前記表示画面支持部材が前記垂直面に対して前方側に回動された状態
および前記垂直面に対して後方側に回動された状態の両方の状態において、前記表示画面
部の重心が前記垂直面よりも前記前方側または前記後方側のいずれか一方側に位置するこ
とにより、前記複数のギア部材の噛合い部に同じ方向の前記表示画面部の荷重に起因する
負荷が働くように構成されている、請求項１または２に記載の表示装置。
【請求項４】
　前記表示画面支持部材の前記垂直面に対する前記後方側の回動角度は、前記表示画面支
持部材の前記垂直面に対する前記前方側の回動角度よりも大きく、前記駆動源により前記
表示画面支持部材が前記垂直面に対して前方側に回動された状態および前記垂直面に対し
て後方側に回動された状態の両方の状態において、前記表示画面部の重心が前記垂直面よ
りも前記後方側に位置するように構成されている、請求項１～３のいずれか１項に記載の
表示装置。
【請求項５】
　テレビ映像を表示する表示画面部と、
　前記表示画面部を垂直面に対して前後方向に回動可能に支持する表示画面支持部材と、
　前記表示画面支持部材を前記垂直面に対して所定の角度前後方向に回動させる駆動源と
を備え、
　前記駆動源により前記表示画面支持部材が前記垂直面に対して前方側に回動された状態
および前記垂直面に対して後方側に回動された状態の両方の状態において、前記表示画面
部の重心が前記垂直面よりも前記前方側または前記後方側のいずれか一方側に位置するよ
うに構成されている、テレビジョン装置。
【請求項６】
　前記駆動源により前記表示画面支持部材が前記垂直面に対して前記後方側に回動された
状態から前記垂直面に対して前記前方側へ回動される状態において、前記表示画面部の重
心が、前記表示画面支持部材の回動中心を通る垂直面を横切らないことによって、前記表
示画面部の重心が前記垂直面よりも前記前方側または前記後方側のいずれか一方側に位置
するように構成されている、請求項５に記載のテレビジョン装置。
【請求項７】
　複数のギア部材をさらに備え、
　前記駆動源により前記表示画面支持部材が前記垂直面に対して前方側に回動された状態
および前記垂直面に対して後方側に回動された状態の両方の状態において、前記表示画面
部の重心が前記垂直面よりも前記前方側または前記後方側のいずれか一方側に位置するこ
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とにより、前記複数のギア部材の噛合い部に同じ方向の前記表示画面部の荷重に起因する
負荷が働くように構成されている、請求項５または６に記載のテレビジョン装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、表示装置およびテレビジョン装置に関し、特に、表示画面部を垂直面に対
して前後方向に回動可能に支持する表示画面支持部材を備えた表示装置およびテレビジョ
ン装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、液晶テレビなどの表示画面部を垂直面に対して前後方向に回動可能に支持する表
示画面支持部材を備えた表示装置が知られている（たとえば、特許文献１参照）。
【０００３】
　上記特許文献１には、スタンドベースから略垂直に延びる支柱と、支柱の一方端に設け
られた支柱連結部に回動支持部を介して回動可能に接続された表示部本体とを備えた平面
表示装置が開示されている。この特許文献１に記載の平面表示装置では、支柱連結部と表
示部本体の背面に設けられた回動支持部とが、コイル状の動作力アシストばねと同軸状に
配置された回動軸を介して接続されている。また、動作力アシストばねは、一方端が支柱
連結部に固定されるとともに、他方端が表示部本体の回動支持部に固定されている。した
がって、ユーザが表示部本体を前後方向に回動する際に、表示部本体の重心が回動軸の上
方を前後に移動する場合でも、動作力アシストばねが、自己の弾性力を利用して表示部本
体の重心移動に起因した回動時の抵抗を軽減するように構成されている。これにより、ユ
ーザは、表示部本体の重心移動に起因した回動時の抵抗が軽減された状態で、表示部本体
を前後方向に傾けることが可能に構成されている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－３１２１８８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１に記載の平面表示装置では、ユーザが表示部本体を前後
方向に回動する際に、表示部本体の荷重（重心）が回動軸の上方を表示部本体の前面側と
背面側との間を横切りながら移動するために、表示部本体の荷重が回動軸の上方を横切る
直前から直後にかけて、表示部本体の重心位置が表示部本体の前面側から背面側、または
、背面側から前面側に切り換わる状態が存在すると考えられる。このため、上記特許文献
１に開示された平面表示装置の構成を、駆動源（電動モータ）および複数のギア部材など
を介して表示部本体を前後方向に回動する旋回機構を備えた表示装置に適用した場合、表
示部本体の重心位置が表示部本体の前面側と背面側との間で切り換わる位置を通過する際
に、複数のギア部材の噛合い部に付加される表示画面部の荷重に起因する負荷の方向も切
り換わる。このように負荷の方向が切り換わると、複数のギア部材間に介在するバックラ
ッシュ（互いに噛合するギア同志に設けられた隙間）に起因して、表示画面部の回動動作
にがたつきが生じやすいという問題点がある。
【０００６】
　この発明は、上記のような課題を解決するためになされたものであり、この発明の１つ
の目的は、表示画面部の回動動作にがたつきが生じるのを抑制することが可能な表示装置
およびテレビジョン装置を提供することである。
【課題を解決するための手段および発明の効果】
【０００７】
　この発明の第１の局面による表示装置は、表示画面部と、表示画面部を垂直面に対して
前後方向に回動可能に支持する表示画面支持部材と、表示画面支持部材を垂直面に対して
所定の角度前後方向に回動させる駆動源とを備え、駆動源により表示画面支持部材が垂直
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面に対して前方側に回動された状態および垂直面に対して後方側に回動された状態の両方
の状態において、表示画面部の重心が垂直面よりも前方側または後方側のいずれか一方側
に位置するように構成されている。
【０００８】
　この発明の第１の局面による表示装置では、上記のように、表示画面支持部材が垂直面
に対して前方側に回動された状態および垂直面に対して後方側に回動された状態の両方の
状態において、表示画面部の重心を、垂直面よりも前方側または後方側のいずれか一方側
に位置するように構成することによって、表示画面部の回動動作に伴って表示画面部の重
心が回動中心を通る垂直面を挟んで前方側と後方側との間を移動する場合と異なり、表示
画面部の重心は、上記垂直面よりも前方側または後方側のいずれか一方側に常に存在する
。したがって、たとえば、駆動源（電動モータなど）および複数のギア部材などを介して
表示画面部を前後方向に回動させる場合、複数のギア部材の噛合い部に付加される表示画
面部の荷重に起因する負荷は、表示画面部の回動方向に応じて常に同じ方向に加えられる
。すなわち、複数のギア部材は、回転方向に噛合する歯面同志が常に当接した状態で駆動
されるので、表示画面部の回動範囲の略全域にわたって原動側ギアから従動側ギアへの動
力伝達に連続性を持たせることができる。この結果、駆動源や複数のギア部材を介して表
示画面部を前後方向に回動する場合であっても、表示部本体の回動動作にがたつきが生じ
るのを抑制することができる。
【０００９】
　上記第１の局面による表示装置において、好ましくは、駆動源により表示画面支持部材
が垂直面に対して後方側に回動された状態から垂直面に対して前方側へ回動される状態に
おいて、表示画面部の重心が、表示画面支持部材の回動中心を通る垂直面を横切らないこ
とによって、表示画面部の重心が垂直面よりも前方側または後方側のいずれか一方側に位
置するように構成されている。このように構成すれば、容易に、表示画面部の重心を垂直
面よりも前方側または後方側のいずれか一方側に確実に存在させることができる。
【００１０】
　上記第１の局面による表示装置において、好ましくは、複数のギア部材をさらに備え、
駆動源により表示画面支持部材が垂直面に対して前方側に回動された状態および垂直面に
対して後方側に回動された状態の両方の状態において、表示画面部の重心が垂直面よりも
前方側または後方側のいずれか一方側に位置することにより、複数のギア部材の噛合い部
に同じ方向の表示画面部の荷重に起因する負荷が働くように構成されている。このように
構成すれば、複数のギア部材は、回転方向に噛合する歯面同志が常に当接した状態で駆動
されるので、容易にがたつきが発生するのを抑制することができる。また、表示画面部が
垂直面に対して傾いた状態で静止されている場合であっても、複数のギア部材は、回転方
向に噛合する歯面同志が常に当接した状態が維持されるので、表示画面部は、がたつきを
生じることなく前方側または後方側に傾いた姿勢を安定して維持することができる。
【００１１】
　上記第１の局面による表示装置において、好ましくは、表示画面支持部材の垂直面に対
する後方側の回動角度は、表示画面支持部材の垂直面に対する前方側の回動角度よりも大
きく、駆動源により表示画面支持部材が垂直面に対して前方側に回動された状態および垂
直面に対して後方側に回動された状態の両方の状態において、表示画面部の重心が垂直面
よりも後方側に位置するように構成されている。このように構成すれば、表示画面部の重
心の移動範囲は、表示画面部の回動角度（回動範囲）のより大きな後方側に常に存在する
ので、表示画面部が回動する後方側の略全域に加えて、表示画面部を垂直面を超えて前方
側に回動させる際も、表示画面部をがたつきなく滑らかに回動させることが可能となる。
この結果、表示画面部の回動角度を精度よく調整することができる。
【００１２】
　この発明の第２の局面によるテレビジョン装置は、テレビ映像を表示する表示画面部と
、表示画面部を垂直面に対して前後方向に回動可能に支持する表示画面支持部材と、表示
画面支持部材を垂直面に対して所定の角度前後方向に回動させる駆動源とを備え、駆動源
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により表示画面支持部材が垂直面に対して前方側に回動された状態および垂直面に対して
後方側に回動された状態の両方の状態において、表示画面部の重心が垂直面よりも前方側
または後方側のいずれか一方側に位置するように構成されている。
【００１３】
　この発明の第２の局面によるテレビジョン装置では、上記のように、表示画面支持部材
が垂直面に対して前方側に回動された状態および垂直面に対して後方側に回動された状態
の両方の状態において、表示画面部の重心を、垂直面よりも前方側または後方側のいずれ
か一方側に位置するように構成することによって、表示画面部の回動動作に伴って表示画
面部の重心が回動中心を通る垂直面を挟んで前方側と後方側との間を移動する場合と異な
り、表示画面部の重心は、上記垂直面よりも前方側または後方側のいずれか一方側に常に
存在する。したがって、たとえば、駆動源（電動モータなど）および複数のギア部材など
を介して表示画面部を前後方向に回動させる場合、複数のギア部材の噛合い部に付加され
る表示画面部の荷重に起因する負荷は、表示画面部の回動方向に応じて常に同じ方向に加
えられる。すなわち、複数のギア部材は、回転方向に噛合する歯面同志が常に当接した状
態で駆動されるので、表示画面部の回動範囲の略全域にわたって原動側ギアから従動側ギ
アへの動力伝達に連続性を持たせることができる。この結果、駆動源や複数のギア部材を
介して表示画面部を前後方向に回動する場合であっても、表示部本体の回動動作にがたつ
きが生じるのを抑制することができる。
【００１４】
　上記第２の局面によるテレビジョン装置において、好ましくは、駆動源により表示画面
支持部材が垂直面に対して後方側に回動された状態から垂直面に対して前方側へ回動され
る状態において、表示画面部の重心が、表示画面支持部材の回動中心を通る垂直面を横切
らないことによって、表示画面部の重心が垂直面よりも前方側または後方側のいずれか一
方側に位置するように構成されている。このように構成すれば、容易に、表示画面部の重
心を垂直面よりも前方側または後方側のいずれか一方側に確実に存在させることができる
。
【００１５】
　上記第２の局面によるテレビジョン装置において、好ましくは、複数のギア部材をさら
に備え、駆動源により表示画面支持部材が垂直面に対して前方側に回動された状態および
垂直面に対して後方側に回動された状態の両方の状態において、表示画面部の重心が垂直
面よりも前方側または後方側のいずれか一方側に位置することにより、複数のギア部材の
噛合い部に同じ方向の表示画面部の負荷に起因する負荷が働くように構成されている。こ
のように構成すれば、複数のギア部材は、回転方向に噛合する歯面同志が常に当接した状
態で駆動されるので、容易にがたつきが発生するのを抑制することができる。また、表示
画面部が垂直面に対して傾いた状態で静止されている場合であっても、複数のギア部材は
、回転方向に噛合する歯面同志が常に当接した状態が維持されるので、表示画面部は、が
たつきを生じることなく前方側または後方側に傾いた姿勢を安定して維持することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明を具体化した実施形態を図面に基づいて説明する。
【００１７】
　図１は、本発明の一実施形態による液晶テレビジョンの全体構成を示した斜視図である
。図２は、図１に示した一実施形態による液晶テレビジョンの分解斜視図である。図３～
図１２は、図１に示した一実施形態による液晶テレビジョンを構成する表示画面旋回装置
の詳細構造を示した図である。まず、図１～図１２を参照して、本発明の一実施形態によ
る液晶テレビジョン１００の構造について説明する。なお、本実施形態では、テレビジョ
ン装置（表示装置）の一例である液晶テレビジョン１００に本発明を適用した場合につい
て説明する。
【００１８】
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　本発明の一実施形態による液晶テレビジョン１００は、図１に示すように、ディスプレ
イ本体１０と、ディスプレイ本体１０を水平面内で左右方向（矢印Ａ方向およびＢ方向）
に所定の角度だけ旋回させるとともに、垂直面に対して前後方向（矢印Ｃ方向およびＤ方
向）に所定の角度だけ回動させることが可能な表示画面旋回装置２０とを備えている。な
お、ディスプレイ本体１０は、本発明の「表示画面部」の一例である。
【００１９】
　また、ディスプレイ本体１０は、図２に示すように、樹脂製のフロントキャビネット１
１と、金属製のシャーシ１２に液晶パネル１３ａ（図４参照）が内蔵された液晶モジュー
ル１３と、樹脂製のリアキャビネット１４とから構成されている。また、ディスプレイ本
体１０には、内部の下方に配置されるとともに、ネジ９０（４個）により液晶モジュール
１３およびフロントキャビネット１１に跨るように板金製のブラケット部材１５が設けら
れている。これにより、ディスプレイ本体１０は、図２に示すように、表示画面旋回装置
２０を構成する表示画面支持部材８１（詳細は後述する）のネジ挿入孔８１ｃを介して、
ブラケット部材１５のネジ取付孔１５ａ（２箇所）にネジ９０が締め付けられることによ
り、表示画面支持部材８１に固定されている。
【００２０】
　また、表示画面旋回装置２０は、図３に示すように、ディスプレイ本体１０（図１参照
）を支持する表示画面支持機構８０と、ディスプレイ本体１０を左右方向（図１の矢印Ａ
方向およびＢ方向）に旋回させるともに前後方向（図１の矢印Ｃ方向およびＤ方向）に回
動させる機能を有する台座部３０とを含んでいる。また、台座部３０は、台座部３０に配
置された旋回板３１を左右方向に旋回させてディスプレイ本体１０の向きを調整する水平
旋回駆動部４０と、ディスプレイ本体１０（図１参照）を垂直面に対して前後方向に所定
の角度だけ回動させてディスプレイ本体１０の傾きを調整する垂直旋回駆動部５０とから
構成されている。
【００２１】
　また、表示画面支持機構８０は、図４および図５に示すように、板金製の表示画面支持
部材８１と、板金製の一対の垂直支持部材８２と、後述するラックプレート６０に設けら
れたラックギア６３（図４参照）と噛合するように配置された樹脂製の回動ギア８３とを
含んでいる。なお、ラックギア６３および回動ギア８３は、それぞれ、本発明の「ギア部
材」の一例である。また、表示画面支持部材８１は、ラックプレート６０を介して所定の
トルクが加えられた場合に、前後方向（図１の矢印Ｃ方向およびＤ方向）に回動可能とな
るように一対の垂直支持部材８２に組み付けられている。
【００２２】
　ここで、本実施形態では、図３に示すように、垂直旋回駆動部５０によってラックプレ
ート６０が矢印Ｐ方向に移動された場合、図４に示すように、ラックプレート６０と一体
的に移動するラックギア６３（破線）と噛合する回動ギア８３（破線）を介して、表示画
面支持部材８１に固定されたディスプレイ本体１０が、垂直面３００（２点鎖線）から後
方（Ｃ方向）に約１０°の範囲で回動されるように構成されている。その際、図６に示す
ように、液晶テレビジョン１００は、ディスプレイ本体１０の重心Ｇが、ディスプレイ本
体１０の後方（Ｃ方向）への回動角度に関係なく、垂直面３００（２点鎖線）よりも後方
側（Ｃ方向側）に位置するように構成されている。したがって、ラックギア６３と回動ギ
ア８３との噛合い部（歯面６３ｂと歯面８３ｅとが接触する部分）には、常に同じ方向（
略Ｓ方向）の、ディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起因する負荷が働くように構成されてい
る。これにより、回動ギア８３は、ディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起因する負荷が加わ
る歯面８３ｅ側をラックギア６３の歯面６３ｂと隙間なく噛合した状態を維持しながら矢
印Ｃ方向に回動される。なお、垂直旋回駆動部５０は、本発明の「駆動源」の一例である
。
【００２３】
　また、本実施形態では、図３に示すように、垂直旋回駆動部５０によってラックプレー
ト６０が矢印Ｑ方向に移動された場合、図４に示すように、ラックプレート６０と一体的
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に移動するラックギア６３（外形を破線で示す）と噛合する回動ギア８３（外形を破線で
示す）を介して、ディスプレイ本体１０が、垂直面から前方（矢印Ｄ方向）に約２．５°
の範囲で回動されるように構成されている。その際、図７に示すように、液晶テレビジョ
ン１００は、ディスプレイ本体１０の重心Ｇが、ディスプレイ本体１０の前方（矢印Ｄ方
向）への回動角度に関係なく、垂直面３００（２点鎖線）よりも後方側（矢印Ｃ方向側）
に位置するように構成されている。したがって、この場合も、ラックギア６３と回動ギア
８３との噛合い部（歯面６３ｂと歯面８３ｅとが接触する部分）には、常に同じ方向（略
Ｔ方向）の、ディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起因する負荷が働くように構成されている
。この場合も、回動ギア８３は、ディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起因する負荷が加わる
歯面８３ｅ側をラックギア６３の歯面６３ｂと隙間なく噛合した状態を維持しながら矢印
Ｄ方向に回動される。
【００２４】
　また、本実施形態では、ディスプレイ本体１０が図６に示された状態（Ｃ方向に傾いた
状態）から図７に示された状態（Ｄ方向に傾いた状態）まで矢印Ｄ方向に連続的に回動さ
れた状態においても、ディスプレイ本体１０の重心Ｇは、常に、垂直面３００よりも後方
側（矢印Ｃ方向側）の所定の範囲を移動するように構成されている。すなわち、図７に示
すように、ディスプレイ本体１０の重心Ｇが、表示画面支持部材８１の回動中心を通る垂
直面３００を矢印Ｄ方向に横切らずに、位置Ｐ１（破線）から位置Ｐ２（黒丸）の間を矢
印Ｕ１方向に移動するように構成されている。これにより、ディスプレイ本体１０が回動
中であっても、重心Ｇは、常に垂直面３００よりも後方側（矢印Ｃ方向側）に位置するよ
うに構成されている。なお、図７において、位置Ｐ１（破線）は、ディスプレイ本体１０
が図６に示された状態における重心Ｇの位置を示している。
【００２５】
　また、本実施形態では、ディスプレイ本体１０が図７に示された状態（Ｄ方向に傾いた
状態）から図６に示された状態（Ｃ方向に傾いた状態）まで矢印Ｃ方向に連続的に回動さ
れた状態においても、ディスプレイ本体１０の重心Ｇは、常に、垂直面３００よりも後方
側（矢印Ｃ方向側）の所定の範囲を移動するように構成されている。すなわち、図７に示
すように、ディスプレイ本体１０の重心Ｇが、表示画面支持部材８１の回動中心を通る垂
直面３００を矢印Ｃ方向に横切らずに、位置Ｐ２（黒丸）から位置Ｐ１（破線）の間を矢
印Ｕ２方向に移動するように構成されている。
【００２６】
　また、表示画面支持部材８１は、図８に示すように、上方向（矢印Ｚ１方向）に延びる
一対のディスプレイ本体取付部８１ａと、表示画面支持部材８１の矢印Ｙ１方向およびＹ
２方向のそれぞれの側面に設けられた回動部８１ｂとを一体的に有している。また、一対
のディスプレイ本体取付部８１ａには、ネジ挿入孔８１ｃがそれぞれ形成されている。
【００２７】
　また、表示画面支持部材８１の一対の回動部８１ｂは、図８および図９に示すように、
ディスプレイ本体取付部８１ａの両側端部から、それぞれ、ディスプレイ本体取付部８１
ａと略直交する方向（矢印Ｘ１方向およびＸ２方向）に延びるように設けられている。ま
た、回動部８１ｂは、矢印Ｙ１方向に厚みｔ１（図８参照）を有している。また、図９に
示すように、一対の回動部８１ｂの矢印Ｘ１方向側には、矢印Ｘ２方向に向かって凹形状
を有する切り欠き部８１ｄがそれぞれ形成されている。また、一対の回動部８１ｂの矢印
Ｘ２方向側には、矢印Ｘ２方向に向かって凸形状を有する突出片８１ｅがそれぞれ形成さ
れている。
【００２８】
　また、図８および図９に示すように、一対の回動部８１ｂには、回動部８１ｂの回動中
心部近傍に位置するように扇形状の穴部８１ｆがそれぞれ形成されている。穴部８１ｆは
、後述する垂直支持部材８２の支持軸８２ｄ（図８参照）が挿入されるように構成されて
いる。また、穴部８１ｆは、図９に示すように、扇形状の円心側の根元部８１ｇが上方向
（矢印Ｚ１方向）に位置するように形成されるとともに、根元部８１ｇが支持軸８２ｄの
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後述する上面８２ｆ（図４参照）と当接されるように構成されている。これにより、図４
に示すように、支持軸８２ｄの上面８２ｆが、穴部８１ｆの根元部８１ｇを介してディス
プレイ本体１０（図２参照）の荷重Ｗ（図６参照）を支持するように構成されている。ま
た、表示画面支持部材８１は、平板状の支持軸８２ｄに支持された穴部８１ｆの根元部８
１ｇを回動中心として、支持軸８２ｄに対して扇形状の角度範囲内で回動可能に構成され
ている。本実施形態では、図４に示すように、表示画面支持部材８１は、垂直面３００（
２点鎖線）に対して矢印Ｃ方向（後ろ方向）に約１０°および矢印Ｄ方向（前方向）に約
２．５°の範囲内で回動されるように構成されている。
【００２９】
　また、図８および図９に示すように、表示画面支持部材８１には、ディスプレイ本体取
付部８１ａから下方向（矢印Ｚ２方向）に延びる胴部８１ｈが一体的に形成されている。
なお、図９に示すように、ディスプレイ本体取付部８１ａおよび胴部８１ｈは、略同一平
面状に形成されるともに、根元部８１ｇを通る垂直面３００（２点鎖線）よりも矢印Ｘ１
方向に所定の距離だけずれた位置に形成されている。
【００３０】
　また、胴部８１ｈの下端には、胴部８１ｈに対して略直交する方向（矢印Ｘ１方向およ
びＸ２方向）に延びるように下面部８１ｉが形成されている。また、図８に示すように、
下面部８１ｉの略中央部には、回動ギア８３を表示画面支持部材８１に固定するネジ９０
が挿入されるネジ挿入孔８１ｊが形成されている。また、ネジ挿入孔８１ｊを挟むように
一対のボス挿入孔８１ｋがそれぞれ形成されている。この一対のボス挿入孔８１ｋには、
回動ギア８３の後述する一対のボス８３ｂが挿入されるように構成されている。
【００３１】
　また、一対の垂直支持部材８２は、図５に示すように、各々の支持軸８２ｄがそれぞれ
表示画面支持部材８１の内側から外側に向かって穴部８１ｆに挿入された状態で、旋回板
３１の上面に固定されている。また、一対の垂直支持部材８２は、図８に示すように、鏡
像対称に形成されている。したがって、以下では、表示画面支持部材８１の矢印Ｙ２方向
側の回動部８１ｂ（図面手前側）に取り付けられる垂直支持部材８２の構造について説明
する。
【００３２】
　この垂直支持部材８２は、図８および図１０に示すように、旋回板取付部８２ａと、回
動部取付部８２ｂとを一体的に有している。また、旋回板取付部８２ａには、図８に示す
ように、垂直支持部材８２を旋回板３１に固定するためのネジ取付孔８２ｃ（２箇所）が
形成されている。また、回動部取付部８２ｂは、旋回板取付部８２ａの矢印Ｙ２側の端部
から旋回板取付部８２ａに対して上方向（矢印Ｚ１方向）に延びるように形成されている
。また、回動部取付部８２ｂは、矢印Ｙ１方向に厚みｔ２（図８参照）を有している。
【００３３】
　また、図１０に示すように、回動部取付部８２ｂの上部は、半円形状を有している。ま
た、回動部取付部８２ｂの上部の半円の中心近傍から上下方向（矢印Ｚ１方向およびＺ２
方向）に延びる中心線４００（１点鎖線）上に配置されるように、板金の切り起こし加工
により支持軸８２ｄが形成されている。この支持軸８２ｄは、図８に示すように、矢印Ｙ
２方向に延びるとともに、上下方向に長い平板形状を有している。また、支持軸８２ｄが
切り起こされた部分には、穴部８２ｅ（図１０参照）が形成されている。これにより、図
４に示すように、支持軸８２ｄが表示画面支持部材８１の穴部８１ｆに挿入された状態で
、表示画面支持部材８１は、支持軸８２ｄを回動軸としながら一対の垂直支持部材８２に
対して前後方向（図１の矢印Ｃ方向およびＤ方向）に回動されるように構成されている。
【００３４】
　また、図１０に示すように、回動部取付部８２ｂの矢印Ｘ１方向の側面に、板金の曲げ
加工によりフック部８２ｇが形成されている。具体的には、図１１に示すように、フック
部８２ｇは、回動部取付部８２ｂの矢印Ｘ１方向の側面（図１０参照）から支持軸８２ｄ
と同じ矢印Ｙ２方向に延びるように形成されている。ここで、フック部８２ｇの係止部分
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と回動部取付部８２ｂとの間隔Ｌ１は、表示画面支持部材８１の回動部８１ｂの厚みｔ１
よりも若干大きい。さらに、フック部８２ｇには、上方（矢印Ｚ１方向）に延びた後に、
図１０に示すように、矢印Ｘ２方向に延びる係止部８２ｈが形成されている。これにより
、図１１に示すように、フック部８２ｇと回動部取付部８２ｂとの間に、隙間８２ｉが形
成される。この隙間８２ｉは、図５に示すように、表示画面支持部材８１の穴部８１ｆに
支持軸８２ｄを挿入した状態において、表示画面支持部材８１を回動可能に挟み込むよう
に構成されている。これにより、支持軸８２ｄが穴部８１ｆから矢印Ｙ１方向に離脱する
のが抑制されるので、垂直支持部材８２が表示画面支持部材８１から離脱するのが抑制さ
れるように構成されている。
【００３５】
　また、図１０に示すように、回動部取付部８２ｂの矢印Ｘ２方向の側面に、板金の曲げ
加工によりフック部８２ｊが形成されている。また、図１２に示すように、フック部８２
ｊには、回動部取付部８２ｂの矢印Ｘ２方向の側面（図１０参照）から支持軸８２ｄと同
じ矢印Ｙ２方向に延びる当接部８２ｋが形成されている。ここで、フック部８２ｊの係止
部分と回動部取付部８２ｂとの間隔Ｌ２は、表示画面支持部材８１の回動部８１ｂの厚み
ｔ１よりも若干大きい。さらに、フック部８２ｊには、当接部８２ｋの回動部取付部８２
ｂと反対側（矢印Ｙ２方向側）に上方（矢印Ｚ１方向）に延びる係止部８２ｌが形成され
ている。
【００３６】
　ここで、表示画面支持部材８１の穴部８１ｆに支持軸８２ｄを挿入した状態において、
表示画面支持部材８１が垂直面に対して矢印Ｄ方向（図４参照）に所定の角度（約２．５
°）回動した際に、表示画面支持部材８１の突出片８１ｅが当接部８２ｋに当接するよう
に構成されている。また、係止部８２ｌは、図５に示すように、表示画面支持部材８１の
穴部８１ｆに支持軸８２ｄを挿入した状態において、表示画面支持部材８１を回動可能に
挟み込むように構成されている。これにより、支持軸８２ｄが穴部８１ｆから矢印Ｙ１方
向に離脱するのが抑制されるので、垂直支持部材８２が表示画面支持部材８１から離脱す
るのが抑制されるように構成されている。
【００３７】
　また、図１０に示すように、回動部取付部８２ｂの矢印Ｙ２方向側（図８参照）の面に
は、支持軸８２ｄの略中心を中心としたリング状の突出部８２ｍが形成されている。この
突出部８２ｍは、図８に示すように、表示画面支持部材８１の穴部８１ｆに回動部取付部
８２ｂの支持軸８２ｄを挿入した状態において、表示画面支持部材８１が前後方向（図１
の矢印Ｃ方向およびＤ方向）に回動した際に、表示画面支持部材８１の回動部８１ｂの矢
印Ｙ１方向側の面と当接する。これにより、表示画面支持部材８１の回動部８１ｂと回動
部取付部８２ｂとの接触面積が小さくなるので、回動部８１ｂと回動部取付部８２ｂとの
間に働く摩擦力が軽減されるように構成されている。
【００３８】
　また、回動ギア８３は、図５に示すように、表示画面支持部材８１の下面部８１ｉの略
中心に配置されることにより、ラックプレート６０の上方からラックギア６３と噛合する
ように構成されている。また、ラックギア６３と回動ギア８３とは、旋回板３１および表
示画面支持部材８１の左右方向（図８の矢印Ｈ１方向およびＨ２方向）の回動中心線上に
配置されている。また、図８に示すように、回動ギア８３の上面８３ａには、表示画面支
持部材８１の一対のボス挿入孔８１ｋに挿入される一対のボス８３ｂが形成されている。
また、一対のボス８３ｂ間の略中央部には、ネジ９０が挿入されるネジ孔８３ｃが形成さ
れている。このネジ孔８３ｃは、表示画面支持部材８１のネジ挿入孔８１ｊと対応するよ
うに形成されている。
【００３９】
　また、図８に示すように、回動ギア８３の下面８３ｄには、側方から見て、下方に向か
って凸形状を有し、かつ、円弧状の形状を有する複数の歯面が形成されている。これによ
り、水平面内において、ラックギア６３と回動ギア８３との噛合方向である矢印Ｓ方向お
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よびＴ方向（図３参照）と略垂直な方向に、回動ギア８３はラックギア６３に対してスラ
イド可能であるように構成されている。また、図５に示すように、回動ギア８３は、ネジ
９０により表示画面支持部材８１の下面部８１ｉに固定されているので、表示画面支持部
材８１の水平面内における回動が、回動ギア８３と噛合するラックギア６３に伝えられる
ように構成されている。
【００４０】
　また、台座部３０は、図４および図５に示すように、表示画面支持機構８０が取り付け
られる板金製の旋回板３１と、内部に複数の鋼球３２を所定の間隔で配置するとともに鋼
球３２を回転可能に保持する樹脂製のガイド部材３３と、板金製のベース部材３４と、旋
回板３１をベース部材３４上で回動可能に支持する金属製の支持部材（図示せず）と、後
述するギア４５およびギア５５の回動軸が回動可能に挿入されるとともに、垂直旋回駆動
部５０のラックプレート６０が水平面内で往復動可能に挿入される樹脂製のボス部材３５
と、ボス部材３５に挿入されるラックプレート６０の抜止用リング部材３６とから構成さ
れている。
【００４１】
　また、台座部３０の旋回板３１は、図５および図８に示すように、上面３１ａに設けら
れた４つのネジ取付孔３１ｂと、上面３１ａの中心部（旋回板３１の回動中心点近傍）に
設けられた孔３１ｃとを含んでいる。また、図３に示すように、旋回板３１は、ベース部
材３４の略中央部に配置されるとともに、水平面内を回動可能なように配置されている。
また、図５に示すように、旋回板３１を円形状に取り囲むようにベース部材３４に設けら
れた複数の支持部材（図示せず）が、旋回板３１の外周面３１ｄと、ガイド部材３３の外
周面３３ａとに面接触することによって、旋回板３１は水平面内を回動可能に保持されて
いる。
【００４２】
　また、垂直旋回駆動部５０は、図３および図５に示すように、複数のギア部材からなる
伝達ギア部５１と、伝達ギア部５１の駆動源となるステッピングモータ５２と、台座部３
０の旋回板３１上に取り付けられた表示画面支持機構８０に回動可能に設けられた表示画
面支持部材８１を垂直面に対して前後方向（図１の矢印Ｃ方向およびＤ方向）に回動させ
るためのラックプレート６０とから構成されている。なお、ステッピングモータ５２は、
本発明の「駆動源」の一例である。
【００４３】
　また、伝達ギア部５１は、図３に示すように、樹脂製のギア５３と、トルクリミッタ７
０と、樹脂製のギア５４とが樹脂製のギアボックス５６の内部に配置されるとともに、ギ
アボックス５６の外部に樹脂製のギア５５が配置されるように構成されている。また、樹
脂製のギア５３は、大径ギア部５３ａと、小径ギア部５３ｂとを一体的に含んでいる。ま
た、樹脂製のギア５４は、大径ギア部５４ａと、小径ギア部５４ｂとを一体的に含んでい
る。また、樹脂製のギア５５は、大径ギア部５５ａと、小径ギア部５５ｂとを一体的に含
んでいる。
【００４４】
　また、図３および図５に示すように、ステッピングモータ５２の回転軸には、樹脂製の
ウォームギア５７が圧入されている。また、ウォームギア５７は、ギア５３の大径ギア部
５３ａに対して回転軸が略直交するように噛合されている。したがって、ステッピングモ
ータ５２によって発生した駆動力は、ウォームギア５７を介してギア５３へと伝達される
一方、ギア５３側およびギア５３以降のギア列によって発生した駆動力は、ウォームギア
５７およびステッピングモータ５２を回転させることができないように構成されている。
これにより、ウォームギア５７によってステッピングモータ５２側が発生する駆動力のみ
が、伝達ギア部５１へと伝達されるように構成されている。
【００４５】
　また、図３に示すように、ギア５３の小径ギア部５３ｂは、トルクリミッタ７０の原動
側ギア７２に噛合されている。また、トルクリミッタ７０の従動側ギア７１は、ギア５４
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の大径ギア部５４ａに噛合されているとともに、ギア５４の小径ギア部５４ｂは、ギア５
５の大径ギア部５５ａに噛合されている。また、ギア５５の小径ギア部５５ｂは、ラック
ギア６２のギア部６２ａに水平に噛合されている。したがって、ステッピングモータ５２
の駆動力が、ウォームギア５７、ギア５３、トルクリミッタ７０、ギア５４、ギア５５お
よびラックギア６２を介してラックプレート６０へと伝達されるように構成されている。
なお、ギア５３～５５およびウォームギア５７は、それぞれ、本発明の「ギア部材」の一
例である。
【００４６】
　また、ラックプレート６０は、図５に示すように、板金製のプレート部材６１と、樹脂
製のラックギア６２および６３とから構成されている。また、ラックギア６２は、ネジ９
０によってプレート部材６１の下面側に取り付けられている。なお、ラックギア６２は、
それぞれ、本発明の「ギア部材」の一例である。
【００４７】
　また、プレート部材６１は、図５に示すように、プレート部材６１の長手方向の両端部
近傍に、プレート部材６１の長手方向に沿って延びる長孔６１ａおよび６１ｂがそれぞれ
形成されているとともに、プレート部材６１の略中央部に、後述するラックギア６３の突
出部６３ａが回動可能に挿入される円形状の挿入孔６１ｃが形成されている。これにより
、ラックギア６３は、表示画面支持部材８１の水平面内における回動に伴う回動ギア８３
の回動と連動しながらプレート部材６１上を回動するように構成されている。また、プレ
ート部材６１は、２つの位置決め孔６１ｄとネジ取付孔６１ｅとを有している。
【００４８】
　また、ラックギア６２は、図５に示すように、長手方向の矢印Ｙ１方向の側面部に沿っ
てギア部６２ａが形成されるとともに、２つのボス６２ｂおよび１つのネジ挿入孔６２ｃ
が形成されている。したがって、ラックギア６２のボス６２ｂをプレート部材６１の位置
決め孔６１ｄに嵌め込むとともに、ネジ９０をラックギア６２のネジ挿入孔６２ｃを介し
てプレート部材６１のネジ取付孔６１ｅに締め込むことによって、ラックギア６２がプレ
ート部材６１に下方から取り付けられるように構成されている。
【００４９】
　また、ラックギア６３は、図５に示すように、矢印Ｚ１方向側の表面に、複数の歯先を
有する歯面６３ｂが平坦面状に形成されている。また、ラックギア６３の矢印Ｚ２方向側
の裏面６３ｃの略中央部には、プレート部材６１の挿入孔６１ｃに挿入可能な円柱状の突
出部６３ａが形成されている。これにより、プレート部材６１の挿入孔６１ｃに突出部６
３ａを挿入した状態において、ラックギア６３は、表示画面支持部材８１の水平面内にお
ける回動に伴う回動ギア８３の回動と連動しながらプレート部材６１上を矢印Ｈ１方向お
よびＨ２方向（図３参照）に回動することが可能に構成されている。
【００５０】
　また、図３および図４に示すように、ラックプレート６０が、プレート部材６１の長孔
６１ａおよび６１ｂを介して一対のボス部材３５にそれぞれ挿入された際に、ラックプレ
ート６０は、矢印Ｐ方向およびＱ方向に沿って往復移動されるように構成されている。し
たがって、ラックプレート６０は、ステッピングモータ５２の正逆回転が伝達ギア部５１
を介してラックギア６２まで伝達されることによって、旋回板３１上を矢印Ｐ方向および
Ｑ方向に直線状に往復移動されるように構成されている。
【００５１】
　また、水平旋回駆動部４０は、図３および図５に示すように、台座部３０上の旋回板３
１を水平面内で左右方向（図１の矢印Ａ方向およびＢ方向）に旋回させるための伝達ギア
部４１と、伝達ギア部４１の駆動源となるステッピングモータ４２とから構成されている
。また、水平旋回駆動部４０は、図３に示すように、台座部３０の内部に配置されるよう
に構成されている。また、伝達ギア部４１は、樹脂製のギア４３と、トルクリミッタ７５
と、樹脂製のギア４４とが樹脂製のギアボックス４６の内部に配置されるとともに、ギア
ボックス４６の外部に樹脂製のギア４５が配置されるように構成されている。
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【００５２】
　また、図３および図５に示すように、ステッピングモータ４２の回転軸には、樹脂製の
ウォームギア４７が圧入されている。また、図３に示すように、ギア４３は、大径ギア部
４３ａと、小径ギア部４３ｂとを一体的に含んでいる。また、ギア４４は、大径ギア部４
４ａと、小径ギア部４４ｂとを一体的に含んでいる。さらに、ギア４５は、大径ギア部４
５ａと、小径ギア部４５ｂとを一体的に含んでいる。また、樹脂製の旋回ギア部材４８が
、４つのネジ９０によって台座部３０の旋回板３１の上面３１ａに固定されている。
【００５３】
　また、ウォームギア４７は、ギア４３の大径ギア部４３ａに対して回転軸が略直交する
ように噛合されているとともに、ギア４３の小径ギア部４３ｂは、トルクリミッタ７５の
原動側ギア７７に噛合されている。また、トルクリミッタ７５の従動側ギア７６は、ギア
４４の大径ギア部４４ａに噛合されているとともに、ギア４４の小径ギア部４４ｂは、ギ
ア４５の大径ギア部４５ａに噛合されている。また、ギア４５の小径ギア部４５ｂは、旋
回ギア部材４８の旋回ギア部４８ａに噛合されている。したがって、ステッピングモータ
４２の駆動力が、ウォームギア４７、ギア４３、トルクリミッタ７５、ギア４４、ギア４
５および旋回ギア部材４８を介して旋回板３１へと伝達されるように構成されている。
【００５４】
　また、伝達ギア部５１および４１の中に組み込まれているトルクリミッタ７０および７
５は、ステッピングモータ５２および４２の駆動力が所定のトルク値以下の場合に、ステ
ッピングモータ５２および４２の駆動力を伝達ギア部５１および４１に伝達するとともに
、ステッピングモータ５２および４２の駆動力が所定のトルク値以上となった場合は、ス
テッピングモータ５２および４２の駆動力を伝達ギア部５１および４１に伝達させないよ
うな機能を有するように構成されている。
【００５５】
　また、図２に示すように、ディスプレイ本体１０のリアキャビネット１４には、表示画
面支持部材８１を覆い隠して配置するための切欠部１４ａが一体的に設けられている。ま
た、リアキャビネット１４の外周部には、複数のネジ挿入孔１４ｂが設けられ、リアキャ
ビネット１４はネジ９１（７個）によってフロントキャビネット１１に取り付けられるよ
うに構成されている。
【００５６】
　また、表示画面旋回装置２０には、図４に示すように、樹脂製のカバー部材２１が、台
座部３０のベース部材３４の下面側から挿入されたネジ（図示せず）によってベース部材
３４に取り付けられている。また、図１および図４に示すように、樹脂製のカバー部材２
２が上方から台座部３０を覆うとともに、台座部３０の旋回板３１と一体的に水平方向（
図１の矢印Ａ方向およびＢ方向）に旋回することが可能なように旋回板３１の上面３１ａ
にネジ（図示せず）によって取り付けられている。また、図２および図４に示すように、
樹脂製のカバー部材２２には、表示画面支持部材８１を前後方向（図１の矢印Ｃ方向およ
びＤ方向）に回動可能に配置するための切欠部２２ａが設けられている。
【００５７】
　図１３は、図１に示した本発明の一実施形態による液晶テレビジョンの水平方向の旋回
動作を説明するための図である。次に、図１、図３～図７および図１３を参照して、本発
明の一実施形態による液晶テレビジョン１００のディスプレイ本体１０の前後方向および
左右方向の旋回動作について説明する。
【００５８】
　なお、図４に示すように、表示画面旋回装置２０が表示画面支持機構８０を垂直面３０
０に対して前後方向（矢印Ｃ方向およびＤ方向）に回動させた場合、図１に示すディスプ
レイ本体１０は、上向き方向および下向き方向に回動される。したがって、以降の動作説
明では、前後方向を、上向き方向および下向き方向と記載して説明を行う。
【００５９】
　まず、表示画面旋回装置２０によるディスプレイ本体１０の上向き方向および下向き方



(13) JP 2009-284131 A 2009.12.3

10

20

30

40

50

向（図１の矢印Ｃ方向およびＤ方向）の回動動作について説明する。
【００６０】
　ユーザが付属リモコン（図示せず）の上方向チルトボタン（図示せず）を押圧すること
によって、ディスプレイ本体１０（図１参照）を上向き方向（図１の矢印Ｃ方向）に回動
させる信号がディスプレイ本体１０の制御回路部（図示せず）に送信される。この信号に
基づいて、表示画面旋回装置２０の垂直旋回駆動部５０が駆動される。具体的には、図３
に示すように、垂直旋回駆動部５０のステッピングモータ５２が駆動するのに伴って、ス
テッピングモータ５２に取り付けられたウォームギア５７が回転するとともに、ギア５３
を介してトルクリミッタ７０の原動側ギア７２が矢印Ｅ１方向に回転する。そして、トル
クリミッタ７０の従動側ギア７１が同じく矢印Ｅ１方向に回転するとともに、ギア５４を
介してギア５５が矢印Ｅ２方向に回転する。これにより、ギア５５の矢印Ｅ２方向への回
転に伴い、ギア５５に対して水平方向に噛合するラックギア６２とともにラックプレート
６０が矢印Ｐ方向に移動する。
【００６１】
　ここで、図６に示すように、ラックプレート６０が矢印Ｐ方向に移動することにより、
ラックギア６３も矢印Ｓ方向に移動される。これにより、ラックギア６３と噛合する回動
ギア８３が、噛合状態を維持したまま矢印Ｃ方向に回動される。この結果、表示画面支持
部材８１は、所定の速度で上向き方向（矢印Ｃ方向）へ回動される。その際、表示画面支
持部材８１の扇状の穴部８１ｆの根元部８１ｇと垂直支持部材８２の支持軸８２ｄの上面
８２ｆとが当接しながら、表示画面支持部材８１は、支持軸８２ｄの上面８２ｆを回動中
心として回動する。
【００６２】
　ここで、本実施形態では、図６に示すように、ディスプレイ本体１０は、上向き方向（
矢印Ｃ方向）への回動角度に関係なく、ディスプレイ本体１０の重心Ｇが支持軸８２ｄを
通る垂直面３００よりも後方側（矢印Ｃ方向側）に位置した状態で上向き方向に回動され
る。したがって、ラックギア６３と回動ギア８３との噛合い部（歯面６３ｂと歯面８３ｅ
との接触部分）には、常に同じ方向（略Ｓ方向）の、ディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起
因する負荷が連続的に働いている。
【００６３】
　そして、ディスプレイ本体１０（図１参照）が、ユーザが所望する角度まで矢印Ｃ方向
に回動された場合、ユーザは付属リモコン（図示せず）の上方向チルトボタン（図示せず
）の押圧を停止することによって、ステッピングモータ５２の駆動が停止される。これに
より、表示画面支持部材８１は、矢印Ｃ方向への回動が停止される。
【００６４】
　また、ディスプレイ本体１０（図１参照）の上向き方向（矢印Ｃ方向）への回動が継続
されている状態において、図６に示すように、矢印Ｐ方向に移動されたラックプレート６
０が、プレート部材６１の長孔６１ａおよび６１ｂの内側面の一方端部がボス部材３５の
側面にそれぞれ当接することによって、ラックプレート６０は、矢印Ｐ方向への移動が規
制される。これにより、ディスプレイ本体１０は、矢印Ｃ方向への回動が停止される。こ
の際、表示画面支持部材８１は所定の旋回角度（垂直面３００から約１０°）に到達され
る。なお、この旋回角度が、ディスプレイ本体１０を支持する表示画面支持部材８１の垂
直面３００に対する矢印Ｃ方向への回動範囲の限界値となる。
【００６５】
　また、図６に示すように、表示画面支持部材８１が垂直面３００から矢印Ｃ方向へ約１
０°回動された状態では、表示画面支持部材８１の回動部８１ｂの切り欠き部８１ｄが、
垂直支持部材８２のフック部８２ｇの係止部８２ｈと対応する位置には位置しておらず、
フック部８２ｇの係止部８２ｈは、回動部８１ｂの切り欠き部８１ｄから離脱できない。
この場合、矢印Ｙ１方向側および矢印Ｙ２方向側に設けられている垂直支持部材８２のフ
ック部８２ｊの係止部８２ｋによって、回動部８１ｂの突出片８１ｅは、矢印Ｙ１方向お
よび矢印Ｙ２方向（図５参照）への移動が規制される。これにより、表示画面支持部材８
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１の矢印Ｃ方向への回動範囲において、表示画面支持部材８１の一対の垂直支持部材８２
への係止状態は保持される。
【００６６】
　この際、ステッピングモータ５２（図３参照）は駆動を継続しているが、ステッピング
モータ５２の駆動力が所定のトルク値以上となった場合は、ステッピングモータ５２の駆
動力はトルクリミッタ７０によって伝達ギア部５１に伝達されない。これにより、ラック
プレート６０の矢印Ｐ方向への移動が停止した場合には、ステッピングモータ５２の駆動
状態に関係なくギア５４およびギア５５の回転が停止される。
【００６７】
　また、ユーザが付属リモコンの下方向チルトボタンを押圧することによって、ディスプ
レイ本体１０（図１参照）を下向き方向（図１の矢印Ｄ方向）に回動させる信号がディス
プレイ本体１０の制御回路部に送信されるとともに、表示画面旋回装置２０の垂直旋回駆
動部５０が駆動される。そして、ステッピングモータ５２に取り付けられたウォームギア
５７が回転するとともに、図３に示すように、ギア５３を介してトルクリミッタ７０の原
動側ギア７２が矢印Ｆ１方向に回転する。そして、トルクリミッタ７０の従動側ギア７１
が矢印Ｆ１方向に回転するとともに、ギア５４を介してギア５５が矢印Ｆ２方向に回転す
る。そして、ラックギア６２とともにラックプレート６０が矢印Ｑ方向に移動される。
【００６８】
　ここで、図７に示すように、ラックプレート６０が矢印Ｑ方向に移動することにより、
ラックギア６３も矢印Ｔ方向に移動される。これにより、ラックギア６３と噛合する回動
ギア８３が、噛合状態を維持したまま矢印Ｄ方向に回動される。この結果、表示画面支持
部材８１は、所定の速度で下向き方向（矢印Ｄ方向）へ回動される。その際、表示画面支
持部材８１の扇状の穴部８１ｆの根元部８１ｇと垂直支持部材８２の支持軸８２ｄの上面
８２ｆとが当接しながら、表示画面支持部材８１は、支持軸８２ｄの上面８２ｆを回動中
心として回動する。
【００６９】
　ここで、本実施形態では、図７に示すように、ディスプレイ本体１０は、下向き方向（
矢印Ｄ方向）への回動角度に関係なく、ディスプレイ本体１０の重心Ｇが支持軸８２ｄを
通る垂直面３００よりも後方側（矢印Ｃ方向側）に位置した状態で下向き方向に回動され
る。したがって、ラックギア６３と回動ギア８３との噛合い部（歯面６３ｂと歯面８３ｅ
との接触部分）には、常に同じ方向（略Ｔ方向）の、ディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起
因する負荷が連続的に働いている。
【００７０】
　そして、ディスプレイ本体１０（図１参照）が、ユーザが所望する角度まで矢印Ｄ方向
に回動された場合、ユーザは付属リモコンの下方向チルトボタンの押圧を停止することに
よって、ステッピングモータ５２の駆動が停止される。これにより、表示画面支持部材８
１は、矢印Ｄ方向への回動が停止される。
【００７１】
　また、ディスプレイ本体１０（図１参照）の下向き方向（矢印Ｄ方向）への回動が継続
されている状態において、図７に示すように、矢印Ｑ方向に移動されたラックプレート６
０が、プレート部材６１の長孔６１ａおよび６１ｂの内側面の他方端部がボス部材３５の
側面にそれぞれ当接することによって、ラックプレート６０は、矢印Ｑ方向への移動が規
制される。これにより、ディスプレイ本体１０は、矢印Ｄ方向への回動が停止される。こ
の際、表示画面支持部材８１は所定の旋回角度（垂直面３００から約２．５°）に到達さ
れる。なお、この旋回角度が、ディスプレイ本体１０を支持する表示画面支持部材８１の
垂直面３００に対する矢印Ｄ方向への回動範囲の限界値となる。
【００７２】
　また、図７に示すように、表示画面支持部材８１が垂直面から矢印Ｄ方向へ約２．５°
回動された状態では、表示画面支持部材８１の回動部８１ｂの切り欠き部８１ｄが、垂直
支持部材８２のフック部８２ｇの係止部８２ｈと対応する位置には位置しておらず、フッ
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ク部８２ｇの係止部８２ｈは、回動部８１ｂの切り欠き部８１ｄから離脱できない。この
場合、矢印Ｙ１方向側および矢印Ｙ２方向側に設けられている垂直支持部材８２のフック
部８２ｊの係止部８２ｋによって、回動部８１ｂの突出片８１ｅは、矢印Ｙ１方向および
矢印Ｙ２方向（図５参照）への移動が規制される。これにより、表示画面支持部材８１の
矢印Ｄ方向への回動範囲において、表示画面支持部材８１の一対の垂直支持部材８２への
係止状態は保持される。
【００７３】
　この際、ステッピングモータ５２（図３参照）は駆動を継続しているが、ステッピング
モータ５２の駆動力が所定のトルク値以上となった場合は、ステッピングモータ５２の駆
動力はトルクリミッタ７０によって伝達ギア部５１に伝達されない。このため、ラックプ
レート６０の矢印Ｑ方向への移動が停止した場合には、ステッピングモータ５２の駆動状
態に関係なくギア５４およびギア５５の回転が停止される。
【００７４】
　次に、表示画面旋回装置２０によるディスプレイ本体１０の水平面内における左右方向
の旋回動作について説明する。
【００７５】
　まず、ユーザが付属リモコン（図示せず）の水平ターンボタン（図示せず）を押圧する
ことによって、ディスプレイ本体１０（図１参照）を左方向（図１の矢印Ａ方向）に旋回
させる信号がディスプレイ本体１０の制御回路部（図示せず）に送信されるとともに、表
示画面旋回装置２０の水平旋回駆動部４０が駆動される。具体的には、図３に示すように
、水平旋回駆動部４０のステッピングモータ４２が駆動するのに伴って、ステッピングモ
ータ４２に取り付けられたウォームギア４７が回転するとともに、ギア４３を介してトル
クリミッタ７５の原動側ギア７７が矢印Ｅ３方向に回転する。そして、トルクリミッタ７
５の従動側ギア７６が矢印Ｅ３方向に回転するとともに、ギア４４およびギア４５を介し
て、旋回ギア部材４８が矢印Ｅ４方向に回転する。これにより、表示画面支持部材８１が
取り付けられた台座部３０上の旋回板３１が矢印Ｈ１方向に旋回するので、図１３に示す
ように、ディスプレイ本体１０は、左方向（図１の矢印Ａ方向）へ所定の速度で旋回され
る。その際、表示画面支持部材８１に固定されている回動ギア８３も、表示画面支持部材
８１の旋回に伴って矢印Ｈ１方向に回動される。この際、回動ギア８３と噛合するように
配置されているラックギア６３（図４参照）も、噛合状態を保ったまま回動ギア８３の回
動に伴って回動される。
【００７６】
　そして、ディスプレイ本体１０（図１参照）が、ユーザが所望する角度まで旋回された
場合、ユーザは付属リモコンの水平ターンボタンの押圧を停止することによって、ディス
プレイ本体１０を左方向（図１の矢印Ａ方向）に旋回させる信号がディスプレイ本体１０
の制御回路部（図示せず）に送信されなくなり、ステッピングモータ４２の駆動が停止さ
れる。これにより、旋回板３１は、図１３に示すように、矢印Ｈ１方向への旋回が停止さ
れる。
【００７７】
　また、ディスプレイ本体１０（図１参照）の左方向（図１の矢印Ａ方向）への旋回動作
がユーザによって継続されている状態において、台座部３０の旋回角度が最大（本実施形
態では約３０°）となった場合は、旋回板３１は台座部３０の内部に設けられたストッパ
部材（図示せず）に当接することによって、左方向（図１の矢印Ａ方向）への旋回動作が
規制される。したがって、旋回板３１は、矢印Ｈ１方向への旋回が停止される。この際、
ステッピングモータ４２（図３参照）は駆動を継続しているが、ステッピングモータ４２
の駆動力が所定のトルク値以上となった場合は、ステッピングモータ４２の駆動力はトル
クリミッタ７５によって伝達ギア部４１に伝達されない。これにより、旋回板３１がスト
ッパ部材（図示せず）に当接した場合には、ステッピングモータ４２の駆動に関係なくギ
ア４４およびギア４５の回転が停止される。
【００７８】
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　なお、上記の旋回動作は、旋回板３１を図３に示す矢印Ｈ１方向に旋回させる際につい
て説明したが、矢印Ｈ１方向とは反対の矢印Ｈ２方向へ旋回板３１を旋回させる旋回動作
についても、水平旋回駆動部４０によって上記と同様の動作が行われる。したがって、旋
回板３１が矢印Ｈ２方向へ旋回されることによって、ディスプレイ本体１０（図１参照）
は右方向（図１の矢印Ｂ方向）に旋回される。
【００７９】
　本実施形態では、上記のように、表示画面支持部材８１が垂直面３００に対して前方側
（矢印Ｄ方向）に回動された状態（図７参照）および垂直面３００に対して後方側（矢印
Ｃ方向）に回動された状態（図６参照）の両方の状態において、ディスプレイ本体１０の
重心Ｇを、垂直面３００よりも後方側に位置するように構成することによって、ディスプ
レイ本体１０の回動動作に伴ってディスプレイ本体１０の重心Ｇが回動中心を通る垂直面
３００を挟んで前方側と後方側との間を移動する場合と異なり、ディスプレイ本体１０の
重心Ｇは、垂直面３００よりも常に後方側に存在する。したがって、垂直旋回駆動部５０
を用いてディスプレイ本体１０を前後方向に回動させる場合、複数のギア部材の噛合い部
に付加されるディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起因する負荷は、ディスプレイ本体１０の
回動方向に応じて常に同じ方向に加えられる。すなわち、表示画面支持部材８１の回動ギ
ア８３は、ディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起因する負荷が加わる歯面８３ｅ側をラック
ギア６３の歯面６３ｂと隙間なく噛合した状態を維持しながら前後方向に回動されるので
、ディスプレイ本体１０の回動範囲の略全域にわたって原動側ギア（ラックギア６３）か
ら従動側ギア（回動ギア８３）への動力伝達に連続性を持たせることができる。また、原
動側ギアと従動側ギアとの噛合状態は、上記ラックギア６３と回動ギア８３との噛合のみ
ならず、ステッピングモータ５２を起点とした垂直旋回駆動部５０の伝達ギア部５１を構
成する各ギア間の噛合状態にも、上述と同様の作用がもたらされる。この結果、複数のギ
アからなる垂直旋回駆動部５０を介してディスプレイ本体１０を前後方向に回動する場合
であっても、ディスプレイ本体１０の回動動作にがたつきが生じるのを抑制することがで
きる。
【００８０】
　また、本実施形態では、垂直旋回駆動部５０により表示画面支持部材８１が垂直面３０
０に対して後方側（矢印Ｃ方向）に回動された状態から垂直面３００に対して前方側（矢
印Ｄ方向）へ回動される状態（ディスプレイ本体１０が図６の状態から図７の状態に回動
される動作）において、ディスプレイ本体１０の重心Ｇが、表示画面支持部材８１の回動
中心（根元部８１ｇ）を通る垂直面３００を横切らないことにより、ディスプレイ本体１
０の重心Ｇを垂直面３００よりも後方側に位置するように構成することによって、容易に
、ディスプレイ本体１０の重心Ｇの位置Ｐ１およびＰ２（図７参照）を、共に、垂直面３
００よりも後方側に確実に存在させることができる。
【００８１】
　また、本実施形態では、垂直旋回駆動部５０により表示画面支持部材８１が垂直面３０
０に対して前方側（矢印Ｄ方向）に回動された状態（図７参照）および垂直面３００に対
して後方側（矢印Ｃ方向）に回動された状態（図６参照）の両方の状態において、ディス
プレイ本体１０の重心Ｇが垂直面３００よりも後方側に位置することにより、複数のギア
部材の噛合い部に、同じ方向のディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起因する負荷が働くよう
に構成することによって、容易にがたつきが発生するのを抑制することができる。また、
ディスプレイ本体１０が垂直面３００に対して傾いた状態で静止されている場合であって
も、回動ギア８３は、ディスプレイ本体１０の荷重Ｗに起因する負荷が加わる歯面８３ｅ
側をラックギア６３の歯面６３ｂと隙間なく噛合しているので、ディスプレイ本体１０は
、がたつきを生じることなく前方側または後方側に傾いた姿勢を安定して維持することが
できる。
【００８２】
　また、本実施形態では、表示画面支持部材８１の垂直面３００に対する後方側の回動角
度（約１０°まで）を、表示画面支持部材８１の垂直面３００に対する前方側の回動角度
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（約２．５°まで）よりも大きく構成するとともに、垂直旋回駆動部５０により表示画面
支持部材８１が垂直面３００に対して前方側に回動された状態および垂直面３００に対し
て後方側に回動された状態の両方の状態において、ディスプレイ本体１０の重心Ｇを、垂
直面３００よりも後方側に位置するように構成することによって、ディスプレイ本体１０
の重心Ｇの移動範囲（図７に示す位置Ｐ１からＰ２までの範囲）は、ディスプレイ本体１
０の回動範囲のより大きな後方側に常に存在するので、ディスプレイ本体１０が回動する
後方側の略全域に加えて、ディスプレイ本体１０を垂直面３００を超えて前方側に回動さ
せる際も、ディスプレイ本体１０をがたつきなく滑らかに回動させることが可能となる。
この結果、ディスプレイ本体１０の回動角度を垂直旋回駆動部５０により精度よく調整す
ることができる。
【００８３】
　なお、今回開示された実施形態は、すべての点で例示であって制限的なものではないと
考えられるべきである。本発明の範囲は、上記した実施形態の説明ではなく特許請求の範
囲によって示され、さらに特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が
含まれる。
【００８４】
　たとえば、上記実施形態では、テレビジョン装置（表示装置）の一例としての液晶テレ
ビジョンに本発明を適用した例について示したが、本発明はこれに限らず、有機ＥＬパネ
ルなどの液晶パネル以外の表示画面部を有するテレビジョン装置に本発明を適用してもよ
いし、テレビジョン装置以外の表示装置に本発明を適用してもよい。
【００８５】
　また、上記実施形態では、表示画面支持部材８１が垂直面３００に対して前方側および
後方側に回動された状態の両方の状態において、ディスプレイ本体１０の重心Ｇを、垂直
面３００よりも後方側に位置するように構成した例について示したが、本発明はこれに限
らず、表示画面支持部材８１が垂直面３００に対して前方側および後方側に回動された状
態の両方の状態において、ディスプレイ本体１０の重心Ｇを、垂直面３００よりも前方側
に位置するように構成してもよい。
【００８６】
　また、上記実施形態では、表示画面支持部材８１の垂直面３００に対する後方側の回動
角度（約１０°）を、表示画面支持部材８１の垂直面３００に対する前方側の回動角度（
約２．５°）よりも大きく構成した例について示したが、本発明はこれに限らず、表示画
面支持部材８１の後方側の回動角度よりも前方側の回動角度を大きく構成してもよいし、
後方側の回動角度と前方側の回動角度とを略等しく構成してもよい。
【００８７】
　また、上記実施形態では、ラックプレート６０の水平方向の移動に伴うラックギア６３
の直線運動を表示画面支持部材８１に設けられた円弧状の回動ギア８３の回転運動に変換
してディスプレイ本体１０を前後方向（上下方向）に回動するように構成した例について
示したが、本発明はこれに限らず、回転軸を有し、互いに回転する複数のギア列を用いて
ディスプレイ本体１０を前後方向（上下方向）に回動するように構成してもよい。
【００８８】
　また、上記実施形態では、台座部３０の上方にディスプレイ本体１０を回動可能に載置
して液晶テレビジョン１００を構成した例について示したが、本発明はこれに限らず、表
示画面旋回装置を備えた台座部の下方に表示画面部が回動可能に懸架された表示装置やテ
レビジョン装置などに本発明を適用してもよい。
【００８９】
　また、上記実施形態では、水平旋回駆動部４０および垂直旋回駆動部５０の駆動源とし
てステッピングモータ４２および５２をそれぞれ設ける例を示したが、本発明はこれに限
らず、１つの駆動源によって水平旋回駆動部および垂直旋回駆動部の両方を駆動させるよ
うにしてもよい。
【図面の簡単な説明】



(18) JP 2009-284131 A 2009.12.3

10

20

30

【００９０】
【図１】本発明の一実施形態による液晶テレビジョンの全体構成を示した斜視図である。
【図２】図１に示した一実施形態による液晶テレビジョンの分解斜視図である。
【図３】図１に示した一実施形態による液晶テレビジョンを構成する表示画面旋回装置の
詳細構造を示した平面図である。
【図４】図１に示した一実施形態による液晶テレビジョンを構成する表示画面旋回装置の
詳細構造を示した断面図である。
【図５】図１に示した一実施形態による液晶テレビジョンを構成する表示画面旋回装置の
詳細構造を説明するための分解斜視図である。
【図６】図１に示した一実施形態による液晶テレビジョンを構成する表示画面旋回装置の
詳細構造を示した断面図である。
【図７】図１に示した一実施形態による液晶テレビジョンを構成する表示画面旋回装置の
詳細構造を示した断面図である。
【図８】本発明の一実施形態による液晶テレビジョンを構成する表示画面支持機構および
旋回板の詳細構造を示した分解斜視図である。
【図９】図８に示した表示画面支持部材を矢印Ｙ２方向から見た側面図である。
【図１０】図８に示した垂直支持部材を矢印Ｙ２方向から見た正面図である。
【図１１】図１０に示した垂直支持部材を矢印Ｘ１方向から見た側面図である。
【図１２】図１０に示した垂直支持部材を矢印Ｘ２方向から見た側面図である。
【図１３】図１に示した本発明の一実施形態による液晶テレビジョンの水平方向の旋回動
作を説明するための図である。
【符号の説明】
【００９１】
　１０　ディスプレイ本体（表示画面部）
　５０　垂直旋回駆動部（駆動源）
　５２　ステッピングモータ（駆動源）
　５３、５４、５５　ギア（ギア部材）
　５７　ウォームギア（ギア部材）
　６２、６３　ラックギア（ギア部材）
　８１　表示画面支持部材
　８３　回動ギア（ギア部材）
　１００　液晶テレビジョン（テレビジョン装置）
　３００　垂直面
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